
施設敷地緊急事態要請文(島根原子力発電所) 資料２３-２

区分 都道府県名 市町村名 

ＰＡＺ 島根県
しまねけん

 松江市
ま つ え し

の一部（①） 

ＵＰＺ 

島根県
しまねけん

 

松江市
ま つ え し

の全域（①を除く） 

出雲市
い ず も し

の一部 

安来市
や す ぎ し

の一部 

雲南市
うんなんし

の一部 

鳥取県
とっとりけん

 
米子市
よ な ご し

の一部 

境港市
さかいみなとし

の全域 

参 考 



資料２４-１

自衛隊機（Ｃ-２）へ搭乗

警察車両によるバスの先導

入間基地を離陸

国の職員・専門家の緊急輸送（原子力規制庁～入間基地～）



資料２４-２

島根県原子力防災センターへ到着 国職員への引き継ぎ

美保基地へ到着、自衛隊機（Ｃ-２）より降機

国の職員・専門家の緊急輸送（～美保基地～島根ＯＦＣ）



施設敷地緊急事態における中央合同庁舎第８号館の活動状況

非常災害対策本部・原子力事故対策本部合同会議

非常災害対策本部・原子力事故対策本部合同会議

資料２５-１



施設敷地緊急事態における中央合同庁舎第８号館の活動状況

非常災害対策本部・原子力事故対策本部合同会議

非常災害対策本部・原子力事故対策本部合同会議

資料２５-２



施設敷地緊急事態におけるＥＲＣの活動状況

オフサイト総括への報告広報班の活動

総括班の活動プラント班の活動

資料２６



資料２７-１施設敷地緊急事態におけるＯＦＣの活動状況

第１回現地事故対策連絡会議（関係者との情報共有）

総括班の活動現地本部長への報告



資料２７-２施設敷地緊急事態におけるＯＦＣの活動状況

放射線班と住民安全班の調整住民避難状況の把握

第３回現地事故対策連絡会議（内閣府副大臣（原子力防災担当）到着後）



施設敷地緊急事態におけるＥＭＣの活動状況

モニタリング情報の見える化緊急時モニタリングデータの確認

緊急時モニタリング実施計画の立案

資料２８



官邸 ＥＲＣ ＯＦＣ 島根県 松江市 出雲市・安来市・雲南市 鳥取県 米子市・境港市

11/8 14：00 地震発生

14：30 要避難者要請文発出

17：10 原災法10条通報

17：26 施設敷地緊急事態要避難者

の避難等要請

住民の避難準備要請

11/9

10：20 原災法15条通報

10：45 総理への上申

11：00 原子力緊急事態宣言

PAZ内の住民の避難指示

安定ヨウ素剤服用指示

主要イベント

調整

施設敷地緊急事態要

避難者への避難準備

要請

対象住民への避難準備要請

・施設敷地緊急事態要避難者へ

の避難要請

・全面緊急事態に備えた避難等の

準備要請

対象住民への避難要請、

避難等準備要請

第１回現地事故対策連絡会議

・島根地域施設敷地緊急事態における実施方針の内容の確認

非常災害対策本部会議・原子力事故合同対策本部会議（内閣府８号館）
・情報共有、１０条事象、避難要請等の説明、被害状況、現地活動状況、今後の対応、
活動部隊への留意事項、プラント状況・見通し、モニタリング情報等

第３回現地事故対策連絡会議

・施設敷地緊急事態に伴う状況報告、全面緊急事態における実施方針の策定準備

全面緊急事態における実施方針の
策定準備作業

公示・指示発出

原子力緊急事態宣言

原子力災害対策本部・非常災
害対策本部合同会議

対象住民への避難指示

第１回合同対策協議会全体会議

・全面緊急事態における実施方針の内容の確認、各市準備状況報告

内閣府副大臣(原子力防災担
当)OFC到着(OFCの体制確立)

ＴＶ会議（ＥＲＣ、島根県、松江市、鳥取県）

・施設敷地緊急事態における実施方針の策定準備

対象住民への屋内退避準備要請

対象住民への屋内退避指示

対象住民への避難準備要請

対象住民への避難要請、

避難等準備要請

対象住民への避難指示

施設敷地緊急事態における実施方
針の策定準備作業

第２回現地事故対策連絡会議（仮想）

・島根地域施設敷地緊急事態における実施方針の内容の確認

対象住民への屋内退避指示
対象住民への屋内退避指示

対象住民への屋内退避準備要請
対象住民への屋内退避準備要請

島根原子力発電所に関する原子
力規制委員会・内閣府原子力事
故合同対策本部会議
・要請文発出を決定、実施方針
の内容の確認

調整
調整

調整
調整

調整
調整

住民避難に係る意思決定の流れ（全面緊急事態） 資料２９



全面緊急事態における防護措置の実施方針(島根県)

＜避難に際しての基本的考え方＞
l 11月8日14時00分に島根県東部を震源とする地震が発生。地震被害からの安全確保を優先し、安全
が確保された場合にのみ防護措置を実施。

l ＰＡＺ内の住民は、鹿島・生馬・古江地区の住民は大田市内の避難経由所を経由し、避難所（大田
市内 32施設）に、島根地区の住民は奥出雲町の避難経由所を経由し、避難所（奥出雲町内 15施
設）に避難を実施。
避難は原則自家用車とし、自家用車避難が困難な場合は自治体等が手配するバスを使用。

l 安定ヨウ素剤を携行していない者に対しては一時集結所において緊急配布を実施。
l 在宅の避難行動要支援者のうち、避難の実施により健康リスクが高まる者は、引き続き放射線防護
対策を講じた屋内退避施設（あとむ苑、東部島根医療福祉センター又は松江市消防本部）において、
避難に必要な準備が整うまで屋内退避を実施。

l 医療機関及び社会福祉施設入所者のうち、避難の実施により健康リスクが高まる者は、引き続き放
射線防護対策を講じた自施設 （鹿島病院、あさひ乃苑、四ツ葉園、はばたき、松江学園、ゆうな
ぎ苑、あとむ苑、東部島根医療福祉センター）において、避難に必要な準備が整うまで屋内退避を
実施。

l 避難の実施により健康リスクが高まる者が、屋内退避施設から避難をする際には、安定ヨウ素剤の
服用指示に従うとともに、入院患者は県内の病院、その他の者は、大田市又は奥出雲町の広域福祉
避難所へ避難を実施。避難には島根県等が手配するバス及び福祉車両を使用。

避難の対象となる住民への措置

l 中国電力株式会社島根発電所のＰＡＺにおける、全ての住民を対象に避難を実施
（対象：松江市 9,960人）

屋内退避の対象となる住民への措置

l 中国電力株式会社島根原子力発電所のＵＰＺに該当する松江市、出雲市、安来市、雲南市の住民は、
屋内退避を実施。（対象者数 ３８０，８９３人）

資料３０



資料３１-１全面緊急事態（15条）における避難の実施計画全面緊急事態における避難の実施方針(島根県)

4

5km

おおだ

大田市

おくいずも

奥出雲町

９

431

※奥出雲町へ至る経路に道路被害による通
行規制箇所があるが、当該箇所のう回路が
あるため避難経路全体には影響がない。

う回路あり

尾原トンネル
坑口付近落石

拡大図

避難元
避難先

避難経由所 避難所数

鹿島地区
（5,371人）

大田市

大田高校、
第一中学校、
朝波小学校

避 難 所 ：14施設
広域福祉避難所：2施設

生馬地区（一部）
（1,023人）

長久小学校
避 難 所 ： 10施設
広域福祉避難所：1施設

古江地区（一部）
（973人）

旧温泉津中学校、
温泉津地区運動場
湯里地区体育館

避 難 所 ：8施設
広域福祉避難所：5施設

島根地区（一部）
（596人）

奥出雲町 横田公園
避 難 所 ：15施設
広域福祉避難所：6施設

合計 7,963人

（凡例）避難経由所
大田市避難経由所（鹿島地区）
大田市避難経由所（生馬地区）
大田市避難経由所（古江地区）
奥出雲町避難経由所（島根地区）

（C）2018ZENRIN(Z05E-第175号)

参考:必要となる避難手段

自家用車での避難
ができない住民

対象人数 必要車両台数（バス）

１，１２８人 ３６台

※円滑な避難を実施するため避難先市町は避難経由所を開設し、
避難所の開設状況に応じて住民を避難所へ誘導

30km

431

同一経路（山陰
自動車道）利用

Ø PAZ内の松江市3地区（鹿島地区、生馬地区、 古江地区）の一般住民は、陸路にて避難先（大田市）の避難経由所を
経由し、避難所に避難。島根地区の一般住民は、陸路にて避難先（奥出雲町）の避難経由所を経由し、避難所に避難。

Ø バスにより避難する住民1,128人は、徒歩等で各地区内の一時集結所に集合し、島根県等が確保したバスにて、避難
経由所を経由し、避難所へ避難。

Ø 安定ヨウ素剤を携行していない者に対しては、緊急配布場所（一時集結所等）において緊急配布を実施。
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